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• 「全局総括判断」は、前回（8年４月）から判断を「据え置き」とした。
（参考）各地域の総括判断

「上方修正」 ： 2地域（関東、東海）
「据え置き」  ： 8地域（北海道、東北、北陸、近畿、中国、四国、福岡、沖縄）

※なお、九州は、令和8年熊本地震による地域への影響全体について現時点では十分に把握できないため、前回との
基調比較は行っていない。

地域経済の全局判断（令和8年7月判断）

• 地域経済に関する各財務局の報告をとりまとめると、

– 「個人消費」は、緩やかに回復しつつある。

– 「生産活動」は、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている中、中東情勢の影響に関する声も聞かれた。

– 「雇用情勢」は、緩やかに改善しつつある中、企業の人手不足感は続いている。
（参考）前回判断から、「個人消費」、「生産活動」、「雇用情勢」をすべて据え置き。

（注1）8年７月判断は、前回8年４月判断以降、７月下旬の状況までを含めた期間で判断しており、令和８年熊本地震の影響については今後十分に把握してい
く必要がある。
（注2）下線部が基調判断。

１. 全局総括判断
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２. 各項目の判断

• 先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくこと

が期待されるものの、中東情勢や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

３. 先行き

前回（8年４月判断） 今回（8年７月判断） 基調比較

緩やかに回復しつつあるが、中東情勢の影響を注視
する必要がある

緩やかに回復しつつあるが、中東情勢の影響を注視
する必要がある

据え置き
（表現変更）

据え置き

• 先行きについては、雇

用・所得環境が改善す
る下で、各種政策の効

果もあって、緩やかに回

復していくことが期待さ
れるものの、中東情勢

の影響を注視する必要

がある。また、米国の通
商政策、金融資本市

場の変動等の影響に

注意する必要がある。



令和8年４月判断 令和8年７月判断

北海道 持ち直している 持ち直している

東北 持ち直している 持ち直している

関東 持ち直している 緩やかに回復しつつある

北陸 持ち直している 持ち直している

東海 緩やかに回復しつつある 回復しつつある

近畿 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある

中国 一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある

四国 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している

九州 回復しつつある
令和８年熊本地震前は、回復しつつあったが、現時点では、ま
ずは地震による地域への影響全体について十分に把握する必
要がある

ー

福岡 一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある 一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある

沖縄 緩やかに拡大しつつある 緩やかに拡大しつつある

各地域の「総括判断」の比較

（注１）下線部が基調判断。
（注２）矢印は、前回との基調比較。
（注３）九州は、令和８年熊本地震による地域への影響全体について現時点では十分に把握できないため、前回との基調比較は行っていない。
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各地域の令和8年７月の「総括判断」は、2地域で「上方修正」、8地域において「据え置き」

表現変更

表現変更

表現変更



前 回
（令和8年４月判断）

今 回
（令和8年７月判断）

前 回
（令和8年4月判断）

今 回
（令和8年７月判断）

前 回
（令和8年4月判断）

今 回
（令和8年７月判断）

北
海
道

持ち直している 持ち直している 弱含んでいる 弱含んでいる
持ち直しの動きに一服感がみ
られる

持ち直しの動きに一服感がみ
られる

東
北

一部に弱さがみられるものの、
持ち直している

一部に弱さがみられるものの、
持ち直している

持ち直しつつある 持ち直しつつある 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している

関
東

持ち直している 緩やかに回復しつつある 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある
改善しつつある中、企業の人
手不足感は続いている

改善しつつある中、企業の人
手不足感は続いている

北
陸

緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 緩やかに持ち直しつつある 持ち直しつつある 緩やかに持ち直している
持ち直しの動きに一服感がみ
られる

東
海

持ち直している 持ち直している 緩やかに回復しつつある 回復しつつある
緩やかに改善する中、企業の
人手不足感は続いている

緩やかに改善する中、企業の
人手不足感は続いている

近
畿

緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している

中
国

一部に弱さがみられるものの、
緩やかに回復しつつある

緩やかに回復しつつある 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに改善しつつある 緩やかに改善しつつある

四
国

緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある
持ち直しの動きに一服感がみ
られる

持ち直しつつある

九
州

回復しつつある 回復しつつある 横ばいの状況にある 横ばいの状況にある
持ち直しの動きに一服感がみ
られる

持ち直しの動きに一服感がみ
られる

福
岡

回復のテンポが緩やかになって
いる

緩やかに回復しつつある 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直している
持ち直しのテンポが緩やかに
なっている

沖
縄

緩やかに拡大しつつある 緩やかに拡大しつつある 拡大しつつある 拡大しつつある 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある

各地域の「個別項目」の比較

個人消費 生産活動 ※沖縄は「観光」 雇用情勢
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2地域で「上方修正」、9地域で「据え置き」
1地域で「上方修正」、2地域で「下方修正」、
8地域で「据え置き」

2地域で「上方修正」、8地域で「据え置き」
※沖縄の観光は「据え置き」

表現
変更

表現
変更



「個別項目」の特徴的な動向

※２地域（関東、福岡）で「上方修正」、9地域で「据え置き」

• 「スーパー販売」は、物価上昇による節約志向等により売上げを押し下げている一方、ハレの日需要は堅調。

• 「百貨店販売」は、催事が好調であるほか、株高等による富裕層の消費マインドが堅調であること、インバウンド向けの高額商品の販

売が伸びていることから、売上げの好調を牽引している。

• 「ドラッグストア販売」は、中東情勢に伴う供給不足の不安から、日用品の売上げが堅調。

• 「コンビニエンスストア販売」は、物価高が続く中で低価格志向などの生活防衛意識が高い状態が続いている。

• 「家電販売」は、2027年の省エネ基準改正を見据えた買い替え需要から、エアコンの販売が好調。

• 「自動車販売」は、自動車税環境性能割の廃止に伴う反動増により販売を押し上げている。

• 「サービス消費」は、宿泊・飲食等におけるインバウンド需要は、中国人客が減少するものの他地域からの客数が増加し、総じてみれば

堅調となっている。中東情勢等による燃料等の高騰により近場への旅行にシフトする動きが見られる。

※２地域（北陸、東海）で「上方修正」、８地域で「据え置き」

• 「輸送機械」は、引き続き生産は堅調に推移しているものの、一部で中東向けの影響があるとの声も聞かれた。

• 「化学」は、中東情勢による原材料の調達コストの上昇に伴い生産の動きが弱いとの声も聞かれた。

• 「電子部品・デバイス」は、データセンター・AI関連の需要が引き続き好調となっている。

• 「生産用機械」は、半導体製造装置の需要が牽引し、全体としては堅調。

• 「鉄鋼」は、一部産業で堅調な動きが見られるものの、建築向け鋼材の生産が減少しており、全体としては横ばい。

※１地域（四国）で「上方修正」、２地域（北陸、福岡）で「下方修正」、８地域で「据え置き」

• 人手不足感が続く中で、求人と求職の人材のミスマッチや理系人材の不足といった声も聞かれた。

• セルフレジの活用やAIシステムの導入など、省人化の取組に向けた動きも見られる。

• 物価高騰や人件費の負担増加を背景に、一部では人手不足にも関わらず新規求人数が減少している。

1．個人消費

3．雇用情勢

2．生産活動
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企業等の主な声

個
人
消
費

（注）各財務局は企業等へのヒアリングを主に8年6月上旬から8年7月上旬にかけて実施。 6

• 根強い節約志向により、消費者の買い控え姿勢は続いており、購買点数の減少は継続している。【スーパー・東北】

• GWは物価高による旅行控え等の影響により近場での消費需要が高まり、人流が活発化。ほかにも母の日などのイベント需要に
より売上は好調に推移。【スーパー・福岡】

• 高額品消費や物産展等の催事が好調。海外顧客については、円安等を背景に中国以外の多様な訪日客の売上げが伸びた。
【百貨店・関東】

• 国内客は、富裕層を中心に堅調な販売が続いている。インバウンドは、東南アジア圏からの客数が伸びており、客単価も高く、想
定を上回る売上げとなった。【百貨店・北海道】

• 中東情勢の緊迫化を背景に、供給不足への不安が高まっていることから、ビニール製のごみ袋や手袋など、日用品の売上げが大
きく伸長している。【ドラッグストア・東北】

• 気温上昇に伴い季節商品である制汗商品やUV商品、殺虫剤の需要も好調となっている。【ドラッグストア・九州】

• コラボ商品などイベント感がある商品は好調だが、節約志向を感じる。原料高騰による値上げの影響もあり、全般的に売上が厳
しい。【コンビニエンスストア・近畿】

• エアコンは、2027年問題（省エネ基準改定）の影響により消費者の購買意欲を刺激した。また、サッカーワールドカップ効果もあ
り大画面テレビの需要が堅調であった。【家電量販店・関東】

• 環境性能割廃止前の買い控えの反動が一部みられたほか、新型車効果もあり受注は好調に推移した。【自動車販売・北海
道】

• 欧米からの個人客のインバウンドが増加傾向で、日本文化の体験にも意欲的。国内客では被災地支援のキャンペーンを利用し
たバスツアーによる来訪が増えた。【観光地・北陸】

• 国内客は好調であり、中国人客の減少が続いているものの、韓国や台湾、インド、東南アジアなどからの訪日客が増加している。
【宿泊・近畿】

• 物価高や円安の影響もあり海外旅行の代替地として沖縄が選ばれていると考えられる。先行きについても、順調に推移すると見
込んでいる。【宿泊・沖縄】

• 【スーパー・東北】ベルジョイス岩手

• 【スーパー・福岡】イオン九州

• 【百貨店・関東】高島屋横浜店

• 【百貨店・北海道】大丸札幌店

• 【ドラッグストア・東北】薬王堂

• 【ドラッグストア・九州】ドラッグイレブン

• 【コンビニエンスストア・近畿】セブンイレブン・ジャパン

• 【家電量販店・関東】 ㈱ヨドバシカメラマルチメディア宇都宮

• 【自動車販売・北海道】 AGH札幌函館カンパニー

• 【観光地・北陸】兼六園

• 【旅行代理店・近畿】ロイヤルホテル

• 【宿泊・沖縄】高倉コーポレーション

（旅行）近距離
旅行単価の上昇を受け、旅行先を近場にしたり、宿泊日数を短縮したりする傾向がある。（旅行・福岡）
国内客、外国客ともに好調であり、客室単価、稼働率ともに好調に推移した。物価高や円安の影響もあり海外旅行の代替地として沖縄が選ばれていると考えられる。
（沖縄）
物価高による節約志向の高まりから、近距離・低価格な旅行への需要が高まっており、国内旅行客が増加している。（中国）
物価高や航空運賃の上昇を背景に、旅行需要は遠距離から近距離へ、また長期から短期へとシフトする動きがみられる。（近畿）

（ドラッグストア）季節商品
4月は天候が良く、5月の梅雨も局所的な降雨にとどまったことから、UV関連商品等の売行きもよい。（沖縄）
気温の上昇や晴天の日が増えたことで、UV化粧品や制汗剤が前倒しで売れている。ゴミ袋や洗剤などの日用品は、中東情勢悪化による品薄を懸念して買いだめす
る動きがみられ、売上げが大きく伸長している。（東海）
気温と日照時間が前年を上回ったことから、殺虫剤やUV関連商品、飲料が好調に推移した。中東情勢の影響を背景にナフサ由来原料の供給不安から、ゴミ袋や
ラップ類が好調に推移している。（北陸）
例年より花粉の飛散量が多かったため、アレルギー薬の販売が好調であったほか、気温上昇に伴う外出意欲の高まりを背景に、日焼け止め等の動きもよかった。（北
海道）
例年に比べて気温が高かったことから、日焼け止めや殺虫剤、アイスなどの季節関連商品が好調だった。また、中東情勢の影響を懸念し、ポリ袋やラップなどの日用品
をまとめ買いする動きもみられた。（中国）
気温上昇に伴い季節商品である制汗商品やUV商品の需要が好調となっているほか、昨年不調であった殺虫剤の需要も好調となっている。（九州）

（家電）ゲーム機・サッカーテレビ
サッカーワールドカップ効果もあり大画面テレビの需要が堅調であった。（関東）
エアコン販売は、2027年度の省エネ基準引上げを背景に好調であったほか、ゲーム機の売上げは、値上げ前の駆け込み需要により押上げられた。（北海道）
9年4月の省エネ基準引き上げを控え、エアコンの駆け込み需要がみられている。また、サッカーワールドカップの開催に伴い、大型・高品質のテレビも好調となっている。
（中国）

★沖縄（娯楽）のコメントが修正になった場合の代替策

※もともとの旅行代理店・近畿のコメントは消除し、下記を追加

・物価高による節約志向の高まりから、近距離・低価格な旅行への需要が高まっており、国内旅行客が増加している。（中国・宿泊業）三朝温泉旅館組合
・国内客は好調であり、中国人客の減少が続いているものの、韓国や台湾、インド、東南アジアなどからの訪日客が増加している。（近畿・宿泊）ロイヤルホテル

・旅をする人としない人の二極化が進んでいるものの、旅行需要は堅調。旅行単価の上昇を受け、旅行先を近場にしたり、宿泊日数を短縮したりする傾向がある。
（旅行、西鉄旅行）福岡



企業等の主な声

（注）各財務局は企業等へのヒアリングを主に8年6月上旬から8年7月上旬にかけて実施。 7

• 防衛・民間航空機向け需要が堅調であることに加え、今後防衛関連部品の量産が見込まれている。【輸送機械・関東】

• 新型車の投入効果により、国内外で需要が堅調なことなどから、生産量が増加している。【輸送機械・中国】

• 中東情勢悪化に伴う原材料価格の高騰により、収益面への影響はあるものの、現時点で調達に支障は出ておらず生産体制に大

きな影響は出ていない。【輸送機械・東海】

• 中東情勢の影響を受け原材料の調達コストが上昇しており、採算の確保が困難な一部の品目については、生産設備の稼働を抑

制している。【化学・中国】

• AIサーバー向けは、高水準で堅調に推移しており、生産体制はフル稼働している。【電子部品・デバイス・北陸】

• データセンター向けをはじめ様々な分野から旺盛な需要が続いており、フル稼働となっている。【電子部品・デバイス・東海】

• AI向けは、旺盛な需要が継続しており、生産は順調となっている。顧客からの納期の前倒し要請に対応するため、年内は増産を

見込んでいる。【生産用機械・東北】

• 旺盛な需要が続くデータセンター向け蓄電関連装置が好調。国内では、従来の車載電池向け生産ラインの一部をAIデータセン

ター向け蓄電関連の生産ラインへ転換する取り組みが進行中である。【電気機械・近畿】

• 生産の自動化に対する需要は底堅く、半導体関連を中心に生産用ロボットの受注が堅調に推移している。【電気機械・福岡】

• 国内鋼材需要は建築向けを中心に減速しているほか、中国からの輸入増の影響もあり厳しい状況が続いており、生産は減少傾

向にある。【鉄鋼・福岡】

• 自動車向けに加え、船舶の建造需要を背景とした造船向けの需要も堅調なことから、生産量が増加している。【鉄鋼・中国】

生
産
活
動

• 物価高騰や人件費の負担増加を背景に、一部では人手不足にも関わらず新規求人数が減少している。【公的機関・九州】

• 理系人材の確保に苦戦しており、日本人採用が計画どおり進まないことから、高度外国人材を活用している。【汎用機械・近畿】

• 今後の店舗数拡大を見据え、働き方に関するニーズの多様化に対応した就業環境の整備を進めることで採用力の強化を図るほ
か、セルフレジ、AI発注システムの導入などによる省人化を推進している。【小売・中国】

• 卸売・小売業を中心に人手不足感が継続しており、企業による大規模な求人募集など積極的な動きがみられる。【公的機関・四
国】

雇
用
情
勢

• 【輸送機械・関東】㈱吉増製作所（生声リストより）

• 【輸送機械・中国】マツダ㈱

• 【輸送機械・東海】トヨタ自動車

• 【化学・中国】東ソー㈱、㈱トクヤマ

• 【電子部品・デバイス・北陸】福井村田製作所

• 【電子部品・デバイス・東海】キオクシア

• 【電気機械・東北】東京エレクトロン宮城

• 【電気機械・近畿】パナソニックHD

• 【電気機械・福岡】安川電機

• 【生産用機械・東北】東京エレクトロン宮城

• 【鉄鋼・福岡】日本製鉄九州製鉄所

• 【鉄鋼・中国】ＪＦＥスチール西日本製鉄所福山地区

 【公的機関・九州】宮崎労働局
• 【汎用機械・近畿】カネミツ
• 【小売・中国】（株）イズミ
• 【公的機関・四国】香川労働局

（雇用情勢・候補）

【北海道】
最低賃金上昇による人件費の増加から、特に中小企業においては人手不足であっても求人を控えているという企業も多い。（職業紹介・労働者派遣業）キャリアバンク、札幌市

【東北】
慢性的な人手不足を背景に求人を出す動きがみられる一方で、最低賃金の引上げによる人件費の増加、原材料をはじめとする物価高に伴う収益環境の悪化などを背景として、新
規求人を抑制する動きもみられる。（公的機関）（労働局・秋田）

【北陸】
人員を増やしたいが、人件費が上昇し利益が圧迫されているため増員に踏み切れない。（宿泊）まつや千千

【東海】
人手不足の状態が続いているため、できれば新たに人を雇いたい。しかし、原材料価格等の高騰により利益が圧迫されており、資金的余裕がないため、今いる人員で何とかやり繰りし
ている。（卸売）（吉村商店）

【九州】
・物価高騰や人件費の負担増加を背景に、一部の産業では人手不足にも関わらず新規求人数が減少している（公的機関）【宮崎労働局】

【福岡】
求人数は減少傾向にある。人件費高騰のため、人手不足であるにもかかわらず、「採用控え」を実施している場合もある。今後も物価上昇や人件費の高騰が続けば、新規求人数は
さらに減少する可能性がある。（公的機関、福岡労働局）

★3枚紙から（輸送機械）
・中東情勢悪化の影響について、中東向けを一時的に減産したが、代替ルートによる輸送が進展し始めたこともあり、比較的高水準な
生産実績に落ち着いた。また、原材料価格の高騰による収益面への影響はあるものの、現時点で調達に支障は出ておらず、生産体制
に大きな影響は出ていない。（輸送機械・東海）トヨタ自動車

・人気車種の受注残解消に向けて高操業の状況にあるが、今後はさらなる操業度の引上げを計画している。（輸送機械・東北）トヨタ
自動車東日本

・新型車の投入効果により、国内外で需要が堅調なことなどから、生産量が増加している。（輸送機械・中国）マツダ㈱

・HVを中心に国内外向けの需要が引き続き堅調であることに加え、新型車の生産開始もあり、生産台数は堅調に推移している。（輸
送機械・九州）トヨタ自動車九州

・米国の通商政策を踏まえた減産方針等の影響により、生産動向は低調な状況が継続している。（輸送機械・九州）日産自動車九
州

★3枚紙から（造船の話、分野は鉄鋼）
・自動車向け、造船向けは堅調に推移しているものの、建材向けは国内向け、海外向けともに低調となっている。国内向けについては、
人手不足による建築工事の停滞や、物価高騰による建設需要の低下などの状況が続いており、生産数量は伸び悩んでいる。海外向け
については、中国の内需低迷・過剰生産の影響により、市場に安価な余剰鋼材が流入しており、需要、生産ともに低調な状況が続いて
いる。国別では、中国向けは低調なものの、韓国向けは造船業がけん引する形で受注が堅調に推移している。（鉄鋼・中国）ＪＦＥ
スチール西日本製鉄所福山地区

★生声リストから（造船）
・引き続き新造船部門において、船舶の更新需要が強めに推移していることや環境対応船の新造需要があるため、豊富な受注残を抱
えており、現状はフル操業の状況である。（造船・中国）新来島サノヤス造船 水島造船所
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北海道
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが期待されるものの、中東情勢や金融資
本市場の変動等の影響を引き続き注視する必要がある。

東 北
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待されるものの、中東情勢や金
融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

関 東
先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されるものの、中東情勢の影響を引き続き
注視する必要がある。また、金融資本市場の変動の影響などに注意する必要がある。

北 陸
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが期待されるものの、中東情勢や金融資
本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

東 海
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、回復していくことが期待されるものの、中東情勢や金融資本
市場の変動等の影響を注視する必要がある。

近 畿
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されるものの、中東情勢や金
融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

中 国
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されるものの、中東情勢や金
融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

四 国
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに持ち直していくことが期待されるものの、中東情勢や
金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

九 州 先行きについては、令和８年熊本地震による地域への影響全体について十分に把握した上で判断する必要がある。

福 岡
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されるものの、中東情勢や金
融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。なお、令和８年熊本地震の影響については今後十分に把握していく必要がある。

沖 縄
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに拡大していくことが期待されるものの、中東情勢や金
融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

7/22 北陸局 更新あり

7/22 四国局 更新なし

7/22 近畿局 更新なし

7/30福岡局 更新あり②

7/23 北海道局 更新なし

7/22 中国局 更新なし

7/29 九州局 更新あり

7/22 関東局 更新なし

7/28沖縄局 更新なし

7/22 東北局 更新なし

7/16 東海局 更新あり



問い合わせ先

財務省大臣官房総合政策課

東京都千代田区霞が関3丁目1番1号
℡． 03-3581-4111 （内線）2252，2225
財務省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ https://www.mof.go.jp/
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